
 
 

 

1 就業時間中に業務と関係のないウェブサ

イトを閲覧したことを理由に、会社は解雇で

きるか？ 

日系企業の中には明らかに仕事をせず業務

と関係の無いウェブサイトを閲覧している従

業員がおり、その他の勤務態度も思わしくな

い場合が多く見受けられます。このような勤

務態度の従業員を解雇し、解雇が有効であっ

たという裁判例をご紹介します。 

 

2 事例 

余は、2016 年 4 月 15 日、杭州の自動車販

売会社に管理マネージャーとして入社し、雇

用契約期間は 2016年 4月 15日から 2021年 4

月 14日までで、給与は 10000元/月（税引前）

でした。 

雇用契約書には、「1出勤月の勤務時間中に

業務に関係のないウェブサイトを 3回以上閲

覧した場合、会社は重大な懲戒事由に当たる

として雇用契約を解除することができる」と

規定されていました。 

2019 年 9 月 10 日、同社は余に対して「重

大な違反のお知らせ」を発行し、「あなたが勤

務時間中に携帯電話で業務に関係のないウェ

ブサイトを長時間閲覧していたことが判明し

ました」と通知しました。「無作為にチェック

して確認したところ、あなたは勤務時間中の

2019年 7月 23日、7月 24 日、7 月 25日、8

月 5日、8月 6日、8月 7日に、それぞれ 113

分、252分、150分、145分、238分、233分、

携帯電話を使って業務とは関係のないウェブ

サイトを閲覧していました。これは重大な規

律違反となりますと通知し、2019 年 9 月 30

日、会社は労働契約を解除しました。 

 

3 裁判所の判断 

一審、二審共に解雇は有効と判断しました。 

・労働法は労働契約の終了に関する合意を禁

止していない、合意された内容は法律や行政

法規の必須条項に違反していなければ有効で

ある。 

・本件の労働契約は余と会社の間で平等かつ

自発的な合意に基づいて締結されている。契

約は、1 ヶ月の勤務時間中に仕事に関係のな

いウェブサイトを閲覧することが 3回以上に

及ぶことは深刻な規律違反であり、会社はそ

れに応じて契約を解除することができる。こ

れらの合意は、労働法および行政法規の強行

規定に違反しておらず有効である。 

 

4 雇用契約書を工夫することにより解雇も

可能に 

就業規則の改定は意外とハードルが高いの

ですが、雇用契約書の改訂は今後入社する従

業員については新しい雇用契約書に遵守事項

を明記するだけで足りるため、比較的容易に

改訂が出来ます。今回の裁判例がどこまで通

用するかは分かりませんが、中国の労働法が

契約や就業規則に書いてあるルールを重視し

てくれることは確かであり、日系企業として

も活用しない手はありません。ぜひ雇用契約

書の改訂等もご検討ください。 

なお、前提として会社が携帯電話やパソコ

ンを貸与し監視ソフトによる監視が必要だと

思いますが、技術の進歩により導入は大して

難しいことではありません。 
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